
１．普通会計決算

区　　分 令和３年度 令和２年度 増減額 増減率

歳　入　総　額・① 538億8078万円 548億8279万円 -10億0201万円 △ 1.8

歳　出　総　額・② 521億8404万円 532億3930万円 -10億5526万円 △ 2.0
歳入歳出差引額・①－②＝③ 16億9673万円 16億4349万円 5324万円 3.2
翌年度へ繰り越した財源・④ 2億2067万円 6億0354万円 -3億8287万円 △ 63.4

実質収支額・③－④＝⑤ 14億7606万円 10億3995万円 4億3611万円 41.9

２．歳入（収入）

◎主な歳入の状況

(歳入）
増減率

決算額・① 構成比 決算額・② 構成比 （①－②）／②

市税 170億8306万円 31.7 172億4129万円 31.4 △ 0.9

地方譲与税 2億8244万円 0.5 2億7786万円 0.5 1.6

利子割交付金 1399万円 0.0 1687万円 0.0 △ 17.0
配当割・株式等譲渡所得割交付金 3億2546万円 0.6 2億2295万円 0.4 46.0

地方消費税交付金 27億9987万円 5.2 25億6419万円 4.7 9.2

自動車取得税交付金 0 0.0 1万円 0.0 皆減

環境性能割交付金 3569万円 0.1 3383万円 0.1 5.5

法人事業税交付金 9388万円 0.2 3746万円 0.1 150.6

地方特例交付金 1億5651万円 0.3 1億1828万円 0.2 32.3

その他交付金 4085万円 0.1 3542万円 0.1 15.3

地方交付税 77億9344万円 14.5 39億7257万円 7.2 96.2

分担金及び負担金 3億5980万円 0.7 3億3167万円 0.6 8.5

使用料及び手数料 5億7488万円 1.1 5億5700万円 1.0 3.2

国・県支出金 169億5665万円 31.4 245億6283万円 44.8 △ 31.0

繰入金 4億4991万円 0.8 4億5567万円 0.8 △ 1.3

繰越金 16億4350万円 3.1 7億2211万円 1.3 127.6

市債 43億8970万円 8.1 27億9813万円 5.1 56.9

その他 8億8117万円 1.6 9億3467万円 1.7 △ 5.7

合計 538億8078万円 100 548億8279万円 100 △ 1.8
注）表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の積み上げと合計が一致しない場合があります。

表１　令和３年度普通会計決算収支の状況

（単位：％）

（単位：％）

区分
令和３年度 令和２年度

令和３年度決算と令和４年度上半期の収支状況

　市の財政がどのような状況にあり、皆さんが納めた税金や国・県からの支出金などが、どのように使われているかを知っていただ
くため、市では定期的に財政状況を公表しています。
　今回は、令和３年度決算と令和４年度上半期の収支状況についてお知らせします。
　※表示単位を四捨五入しているため、各項目の積み上げと合計が一致しない場合があります。

　普通会計とは、全国一律の基準で集計した会計で、我孫子市では一般会計が普通会計となります。
　令和３年度普通会計決算は、歳入５３８億８０７８万円、歳出５２１億８４０４万円となりました。歳入から歳出を差し引いた現金収支
（形式収支）の額は、１６億９６７３万円となり、令和４年度へ繰り越しました。また、翌年度に繰り越した事業に必要な財源である２
億２０６７万円を差し引いた実質的な繰越額（実質収支）は、１４億７６０６万円となりました。

　決算収支の前年度との対比は、表１のとおりです。

令和３年度普通会計決算
財政課・内線236、下水道課・内線584、水道局経営課・7184-0114

　歳入は、前年度に比べて１０億２０１万円（前年度比▲１．８％）減少しました。

　新クリーンセンター整備事業の本格化に伴う震災復興特別交付税（2,532,656千円増、＋925.8％）の大幅な増加
や、普通交付税の追加交付による増加（1,264,875千円増、＋35.4％)、新クリーンセンター整備事業の実施に伴う一
般廃棄物処理施設整備事業債の増加などによる地方債の増（1,591,567千円増、＋56.9％）があった一方で、特別定
額給付金給付事業費が令和２年度限りのものであったこともあり、国庫支出金については減少（7,653,008千円減、
▲35.5％）したこと等により、歳入全体では対前年比1,002,013千円、1.8％の減となりました。

表２－１　令和３年度普通会計歳入（収入）決算の状況
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３．歳出(支出）

ア、主な目的別歳出の状況

　※地方消費税交付金　・・・国から県へ交付される地方消費税について、その２分の１相当額が県から市に交付されるもの

　※自動車取得税交付金・・・県に納付された自動車取得税の一定割合が県から交付されるもの

　※環境性能割交付金・・・県に納付された自動車税（環境性能割）の一定割合が県から交付されるもの

　※地方特例交付金    ・・・地方税の減収補てんのために交付されるもの

　※その他交付金　　　・・・ゴルフ場利用税・交通安全対策の各交付金の合計

　※地方交付税　　　　・・・地方自治体の財源として、使い方を特定せず国から交付されるもの

　※国・県支出金　　　・・・国や県から特定の事業を実施するために交付されるもの

　※そ　の　他　　　　・・・財産収入・寄附金・諸収入の合計

表２－２　令和３年度普通会計歳入決算の構成状況

　※法人事業税交付金・・・法人事業税の一部を財源として、県から従業員数に応じて交付されるもの

　※分担金及び負担金　・・・特定の事業を行うことにより利益を受ける団体や個人から徴収するもの

　※地方譲与税　　　　・・・本来市税となる税源をいったん国税として徴収し、市に譲与されるもの

　※利子割交付金　　　・・・県に納付された預金などの利子所得に対する税金の一定割合が県から交付されるもの

　※配当割・株式等譲渡所得割交付金・・・県に納付された株などの配当や譲渡所得に対する税金の一定割合が県から交付されるもの

　※使用料及び手数料　・・・市の施設利用や行政サービスに対する料金として徴収するもの

　歳出は、前年度に比べて１０億５５２５万円（前年度比▲２％）減少しました。普通会計決算では、歳出を目的別と性質別に分類

しています。

　歳出を目的別に見ると、その割合は、民生費（構成比４０．３％）、衛生費（構成比２１．３％）、総務費（構成比１２．８％）、教育費
（構成比９．１％）の順になっています。
　前年度との比較では、総務費は、特別定額給付金給付事業が令和２年度限りの実施だったこと等により、１１０億２８７３万円（前
年度比▲６２．３％）の減額となりました。
　衛生費は、新クリーンセンター整備事業の本格化に伴い、建設工事の実施等により、７２億６８５９万円（前年度比＋１８８．３％）
の増額となりました。
　民生費は、住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業や子育て世帯への臨時特別給付金給付事業等により、３１億５５９０
万円（前年度比＋１７．６％）の増額となりました。

＜用語（区分）の説明＞
　※市　　　税　　　　・・・市民税、固定資産税、軽自動車税など、市民や企業などが負担する税金

　※繰　入　金　　　　・・・弾力的な資金運用を行うため、基金や特別会計から繰り入れるもの

　※繰　越　金　　　　・・・前年度決算で生じた剰余金のうち、令和3年度の歳入になるもの

　※市　　　債　　　　・・・市の事業や財政運営のために国や金融機関等から借り入れる資金

市税

170億8306万円 (31.7%)

国・県支出金

169億5665万円 （31.4％）
地方交付税

77億9344万円 (14.5%)

市債 43億8970万円 (8.1%)

地方消費税交付金

27億9987万円 (5.2%)

繰越金

16億4350万円 (3.1%)

その他 8億8117万円 (1.6%)

使用料及び手数料

5億7488万円 (1.1%)

繰入金 4億4991万円 (0.8%)

分担金及び負担金

3億5980万円 (0.7%)

地方譲与税 2億8244万円 (0.5%)

地方特例交付金

1億5651万円 (0.3%)

配当割・株式等譲渡所得割交付

金 3億2546万円 (0.6%)
法人事業税交付金 9388万円 (0.2%)

その他交付金 4085万円 (0.1%)

環境性能割交付金 3569万円 (0.1%)

利子割交付金 1399万円 (0.0%)
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（目的別歳出）

増減率

決算額・① 構成比 決算額・② 構成比 （①－②）／②

議会費 3億3392万円 0.6 2億9267万円 0.6 14.1

総務費 66億8598万円 12.8 177億1471万円 33.3 △ 62.3

民生費 210億5156万円 40.3 178億9566万円 33.6 17.6

衛生費 111億2910万円 21.3 38億6051万円 7.3 188.3

労働費 2255万円 0.0 2267万円 0.0 △ 0.5

農林水産業費 3億0013万円 0.6 3億2184万円 0.6 △ 6.7

商工費 5億0608万円 1.0 5億4608万円 1.0 △ 7.3

土木費 25億8239万円 5.0 31億2923万円 5.9 △ 17.5

消防費 16億6009万円 3.2 16億8571万円 3.2 △ 1.5

教育費 47億3787万円 9.1 46億5315万円 8.7 1.8

災害復旧費 322万円 0.0 528万円 0.0 △ 39.0

公債費 31億7116万円 6.1 31億1180万円 5.8 1.9

合計 521億8404万円 100 532億3930万円 100 △ 2.0
注）表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の積み上げと合計が一致しない場合があります。

（単位：％）

区分
令和３年度 令和２年度

　※民　生　費　　・・・高齢者や障害者、子どもなどを対象とした社会福祉に要する経費

　※衛　生　費　　・・・病気予防のための各種検診、環境対策、ごみ処理などに要する経費

　※労　働　費　　・・・普通会計決算上だけの分類で、失業対策や雇用促進などに要する経費

　※農林水産業費　・・・農業の振興や農業委員会の運営に要する経費

　※商　工　費　　・・・商業や工業の振興、観光事業、消費生活の改善などに要する経費

　※土　木　費　　・・・道路や公園の整備、排水対策などに要する経費

　※消　防　費　　・・・防火や救急業務などに要する経費

　※教　育　費　　・・・小・中学校の運営や社会教育事業、図書館・市民体育館などに要する経費

　※災害復旧費　　・・・大規模な災害が発生した場合に、その復旧に要する経費

　※公　債　費　　・・・市債として借りた資金の返済に要する経費

表３－２　令和３年度普通会計歳出・目的別決算の構成状況

＜用語（区分）の説明＞
　※議　会　費　　・・・議員の報酬や議会事務など、議会活動に要する経費

　※総　務　費　　・・・市の管理的経費と近隣センターなど他に区分できない経費

表３－１　令和３年度普通会計歳出（支出）目的別決算の状況

民生費

210億5156万円 (40.3%)

衛生費

111億2910万円 (21.3%)

総務費

66億8598万円 (12.8%)

教育費

47億3787万円 (9.1%)

公債費

31億7116万円 (6.1%)

土木費

25億8239万円 (5.0%)

消防費 16億6009万円 (3.2%)

商工費 5億0608万円 (1.0%)

議会費 3億3392万円 (0.6%)
農林水産業費

3億0013万円 (0.6%)
労働費 2255万円 (0.0%)

災害復旧費 322万円 (0.0%)
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　各項目（目的別）の主な事業は次のとおりです。

千円単位で入力↓

◎特別職（議員）人件費（議会事務局）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２億２２９６万円

◎電算の管理運営（行政管理課） ５億３８４３万円

◎市民センター・近隣センター等の維持管理（市民協働推進課） ３億１２５６万円

◎庁舎等の維持管理（資産管理課） ２億４１９７万円

◎各駅自転車駐車場の管理運営（道路課） １億５４４９万円

◎東葛中部地区総合開発事務組合の運営に要する費用（企画政策課） １億２４７５万円

◎我孫子駅構内エレベーター等設備の設置に要する経費（道路課） １億２２２１万円

◎市民プラザの維持管理の運営（市民協働推進課） ９４５３万円

◎生活保護扶助費の支給（社会福祉課） ２４億９５７０万円

◎障害者への自立支援給付費等の給付（障害者支援課） ２２億５５３２万円

◎私立保育園等児童保育の委託（保育課） ２０億４４５７万円

◎児童手当の支給（子ども支援課） １６億５０１４万円

◎子育て世帯への臨時特別給付金の支給（子ども支援課） １５億７２９２万円

◎後期高齢者医療負担金（国保年金課） １３億３２７９万円

◎住民税非課税等への臨時特別給付金の給付（社会福祉課） １０億７３１４万円

◎認定こども園運営費の補助（保育課） ６億７３３８万円

◎児童通所支援給付費等の支給（子ども相談課） ４億９５２７万円

◎私立保育園等への運営費の補助（保育課） ４億５０７４万円

◎児童扶養手当の支給（子ども支援課） ２億９１９８万円

◎市立保育園３園の施設の維持補修（保育課） ２億２７７１万円

◎新クリーンセンターの整備（クリーンセンター） ６４億３６２９万円

◎新型コロナウイルスワクチン接種体制等の確保に要する経費（健康づくり支援課） １１億６３２９万円

◎ごみの資源化の推進（クリーンセンター） ４億４６２２万円

◎子ども医療費の助成（子ども支援課） ３億１９３９万円

◎予防接種の実施（健康づくり支援課） ３億１６４９万円

◎焼却灰等の放射能対策に要する費用（クリーンセンター） ２億９９５７万円

◎クリーンセンターの維持管理に要する費用（クリーンセンター） ２億２２９５万円

◎クリーンセンターの維持補修に要する費用（クリーンセンター） ２億００４１万円

◎家庭ごみの収集業務に要する費用（クリーンセンター） １億８８５７万円

◎最終処分場の埋め立て等に要する費用（クリーンセンター） １億７０４７万円

◎がん検診等成人保健に要する費用（健康づくり支援課） １億５８５０万円

◎乳幼児健診等母子保健に要する費用（健康づくり支援課） １億０８９１万円

◎シルバー人材センターの育成（高齢者支援課） １５００万円

◎各排水機場の維持管理に要する費用（農政課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６２５６万円

◎農業振興対策に要する費用（農政課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３２９５万円

◎中小企業への資金融資（企業立地推進課）　　　　　　　　　 １億３０５７万円

◎商業振興に要する費用（商業観光課）　　　　　　　　　 １億２８５９万円

◎市道等の維持補修に要する費用（道路課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３億９２７７万円

◎公園の維持管理に要する費用（公園緑地課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １億７３９３万円

◎市道等の維持管理に要する費用（道路課） １億３６１７万円

◎手賀沼公園・久寺家線道路改良に要する費用（道路課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１億３３２９万円

◎公園の施設整備に要する費用（公園緑地課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ７４８１万円

◎排水施設の維持管理に要する費用（治水課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６６３０万円

◎排水施設の維持補修に要する費用（治水課）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６３６３万円

＜労働費＞

＜農林水産業費＞

＜商工費＞

＜土木費＞

＜議会費＞

＜総務費＞

＜民生費＞

＜衛生費＞
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◎消防の通信業務や指令業務に関する運営費（警防課） ９７７６万円

◎消防車両購入に要する経費（消防総務課）　　　　　　　　　　　 ６９５２万円

◎救急・救助活動に要する費用（警防課） ４０３９万円

◎私立幼稚園の振興(保育課） ６億１６５５万円

◎小中学校コンピュータ教育に要する費用（指導課） ４億８７４４万円

◎小中学校の給食調理等に要する費用（学校教育課） ４億４１７３万円

◎小学校の運営に要する費用（学校教育課） ２億４７０８万円

◎小学校の維持管理に要する費用（教育総務課） ２億４３３９万円

◎生涯学習センターの維持管理に要する費用（生涯学習課） ２億２０３０万円

◎屋内運動場の空調整備に要する費用（教育総務課） １億６８１８万円

◎中学校の運営に要する費用（学校教育課） １億３３１３万円

◎青山排水機場災害復旧事業負担金（農政課） ３２２万円

イ、主な性質別歳出の状況

（性質別歳出）

増減率

決算額・① 構成比 決算額・② 構成比 （①－②）／②

人件費 80億8585万円 15.5 81億8634万円 15.4 △ 1.2

扶助費 143億3601万円 27.5 115億4651万円 21.7 24.2

公債費 31億7116万円 6.1 31億1180万円 5.8 1.9

義務的経費小計 255億9301万円 49.0 228億4465万円 42.9 12.0

物件費 82億5296万円 15.8 70億3089万円 13.2 17.4

維持補修費 2億1629万円 0.4 2億0567万円 0.4 5.2

補助費等 23億6242万円 4.5 160億2986万円 30.1 △ 85.3

経常的貸付金等 1億2500万円 0.2 1億2500万円 0.2 0.0

経常的繰出金 40億3899万円 7.7 38億4048万円 7.2 5.2

経常的経費計 405億8867万円 77.8 500億7655万円 94.1 △ 18.9

積立金 22億8372万円 4.4 3億7799万円 0.7 504.2
投資・出資・貸付金（経常的なもの
を除く） 9324万円 0.2 1億0685万円 0.2 △ 12.7

繰出金（経常的なものを除く） 7991万円 0.2 6804万円 0.1 17.4

消費的経費計 430億4553万円 82.5 506億2943万円 95.1 △ 15.0

普通建設事業費 91億3529万円 17.5 26億0458万円 4.9 250.7

災害復旧事業費 322万円 0.0 528万円 0.0 △ 39.0

投資的経費計 91億3851万円 17.5 26億0986万円 4.9 250.2

合計 521億8404万円 100 532億3930万円 100 △ 2.0
注）表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の積み上げと合計が一致しない場合があります。

＜消防費＞

表４－１　令和３年度普通会計歳出性質別決算の状況

（単位：％）

区分
令和３年度 令和２年度

　歳出を性質別に見ると、その割合は、扶助費（構成比２７．５％）、普通建設事業費（構成比１７．５％）、物件費（構成比１５．
８％）、人件費（構成比１５．５％）の順になっています。
　前年度との比較では、補助費等は、特別定額給付金給付事業が令和２年度のみの実施だったことにより、１３６億６７４４万円
（前年度比▲８５.３％）の減額となりました。
　普通建設事業費は、新クリーンセンター整備事業が本格化したこと等により、６５億３０７１万円（前年度比＋２５０．７％）の増額と
なりました。
　積立金は、前年度繰越金の増加や普通交付税の追加交付等により、１９億５７２万円（前年度比＋５０４．２％）の増額となりまし
た。

＜教育費＞

＜災害復旧費＞
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　※災害復旧事業費・・・普通会計決算上の分類で大規模な災害によって生じた被害の復旧に要する投資的な経費

表４－２　令和３年度普通会計歳出・性質別決算の構成状況

※なお、（　）内は令和２年度末の数値です。主な基金については、「５．基金」をご参照ください。

　※維持補修費　・・・公共施設等を維持するための経費

　※繰出金　　　・・・特別会計や定額運用基金に対して支出する経費

　※経常的経費　・・・普通会計決算上の分類で歳出のうち毎年持続して固定的に支出される経費

　※積立金　　　・・・基金への積立を行う経費

　※物件費　　　・・・消耗品費や光熱水費などの需用費や委託料、使用料などの消費的性質の経費

＜用語（区分）の説明＞

　※補助費等　　・・・普通会計決算上の分類で報償費・公課費・負担金及び補助金・補償補填金・利子などの経費

　※扶助費　　　・・・児童手当、児童扶養手当、生活保護費など、社会保障制度の一環として法令等に基づき支出する経費

　※公債費　　　・・・普通会計決算上の分類における市が借り入れた市債の返済に伴う元金・利子の経費

　※義務的経費　・・・普通会計決算上の分類で歳出のうちその支出が義務づけられた硬直性の強い経費

　※人件費　　　・・・市長や議員、一般職などの人件費及び各種委員報酬などの経費

　※投資的経費　・・・普通会計決算上の分類で支出の効果が資本形成に向けられる経費の総称

　 　 ２３３万７９２１㎡　　　　２１万１９０８㎡　　  　９０億５１１４万円　　　  　２２億７１６９万円

　　　　　土　　地　　　　　　　　建 物 等　　　　　　　　 基　　金　　　  　　有価証券及び出資

４．市が所有する財産

　※投資・出資・貸付金・・・普通会計決算上の分類で特定の法人等に対する金銭の提供や資金の貸付けなどの経費

　※普通建設事業費・・・普通会計決算上の分類で道路や公園、公共施設の新増設等の建設事業に要する投資的な経費

　※消費的経費　・・・普通会計決算上の分類で経費支出の効果が短期間で終わる経費

　 （ ２３２万５９２３㎡）　　　（２１万１６２１㎡）  　 （６８億７７１４万円） 　　　 （２２億７１６９万円）

扶助費

143億3601万円 (27.5%)

普通建設事業費

91億3529万円 (17.5%)

物件費

82億5296万円 (15.8%)

人件費

80億8585万円 (15.5%)

経常的繰出金

40億3899万円 (7.7%)

公債費

31億7116万円 (6.1%)

補助費等

23億6242万円 (4.5%)

積立金 22億8372万円 (4.4%)

維持補修費 2億1629万円 (0.4%)

経常的貸付金等

1億2500万円 (0.2%)

投資・出資・貸付金（経常的なものを除く）

9324万円 (0.2%)

繰出金（経常的なものを除く）

7991万円 (0.2%)

災害復旧事業費 322万円 (0.0%)
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５．基　　金

表５－１　一般会計において資金管理を行うもの

財政調整基金 32億6700万円 320万円

減債基金 9億7870万円 文化施設整備基金 6億6870万円

公共施設整備基金 5億9500万円 めるへん文庫基金 7898万円

ふるさと手賀沼ふれあい計画推進基金 6380万円 文化財保存基金 730万円

国際・平和交流推進基金 4560万円 災害対策基金 3280万円

社会福祉事業基金 2億6840万円 森林環境譲与税基金 1169万円

緑の基金 6580万円 370万円

清掃工場建設基金 11億6450万円 582万円

スポーツ振興基金 2460万円

表５－２　各特別会計において資金管理を行うもの

国民健康保険事業財政調整基金 9377万円 16億5479万円

６．市債（地方債）現在高と債務負担行為未払残高

区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度

普通会計地方債現在高 305億1507万円 303億2102万円 316億3362万円

公共下水道地方債現在高 124億6172万円 119億7920万円 116億7738万円

水道企業債現在高 6億3716万円 10億0716万円 11億8903万円

債務負担行為未払残高 177億8518万円 213億3286万円 228億7752万円

表６－２

小　計 72億8559万円

介護保険財政調整基金

※財政調整基金・・・年度間の財源の不均衡を調整するための積立金

※減債基金・・・市債（地方債）返済のための積立金

　市債(地方債）は、県の同意（または許可）を受けたうえで、施設整備や用地取得などの費用に充てることを目的とした、財務省、
地方公共団体金融機構、民間金融機関などからの借入金です。

　普通会計における地方債期末残高は３１６億３３６２万円（市民一人当たり２４万１２０７円）となっています。

　債務負担行為は、工期が数年にわたる工事の一括契約や土地や建物の分割購入など、将来にわたる支払いを約束するもの
です。債務負担行為未払残高は、２２８億７７５２万円（市民一人当たり１７万４４４２円）となっています。なお、残高の推移は表６－
１のとおりです。

表６－１　市債（地方債）現在高と債務負担行為未払残高の推移

　基金は、特定の目的のために資金を積み立てたり、運用したりするために設けられています。主な基金の令和３年度末残高
は、表５－１、表５－２のとおりです。

成田線輸送力強化等整備基金

※市民一人当たりの数値は、令和４年４月１日現在の人口（１３万１１４７人）で算出しています。

鳥の博物館基金

教育振興基金

万円

1000000万円

2000000万円

3000000万円

4000000万円

5000000万円

6000000万円

7000000万円

8000000万円

令和元年度 令和２年度 令和３年度

市債（地方債）現在高と債務負担行為未払残高の推移

債務負担行為未払残高

水道企業債現在高

下水道企業債現在高

普通会計地方債現在高

(万円)
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７．財政指標の推移と比較

区分 令和２年度 令和３年度
令和３年度

東葛６市単純平均
早期健全化基準 財政再生基準

①財政力指数 0.81 0.79 0.86
②経常収支比率（％） 93.3 88.2 87.6
③実質公債費比率（％） 1.3 1.6 2.7 25.0 35.0
④実質赤字比率（％） － － － 12.03 20.00
⑤連結実質赤字比率（％） － － － 17.03 30.00
⑥将来負担比率（％） － － 16.4 350.0

８．市民の負担状況

表８ （単位：％）

区分 市税負担額 前年度増減率

市民一人当たり 130,259円 △ 0.6

一世帯当たり 281,332円 △ 1.9

⑥将来負担比率・・・地方公共団体の一般会計等の借入金や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可
能性の度合いを示すもの。

②経常収支比率・・・財政構造の弾力性を判断する比率。１００％に近いほど財政の弾力性はなくなる。

＜用語（区分）の説明＞

①財政力指数・・・地方公共団体の財政力を示す指数。１に近づくほど財源に余裕があり、１を超えると国から普通交付税が交付されない。

※③～⑥の健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上になった場合には、「財政健全化計画」を、財政再生基準以上になった場合には、「財政再
生計画」を定めなければならない。

③実質公債費比率・・・借入金の返済額が収入に占める割合。一般会計、特別会計、公営企業など全ての借入金を含む。１８％を超えると地方債発行に県の

許可が必要となる。

④実質赤字比率・・・一般会計等（一般会計及び公営事業以外の特別会計）の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示すもの。

⑤連結実質赤字比率・・・一般会計等とすべての公営事業会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体として
の財政運営の悪化の度合いを示すもの。

表７　財政指標の推移と比較

　市民サービスやいろいろな事業を行うための費用は、皆さんに負担していただいている市税のほか、国・県からの支出金や市
の借入金である地方債などで賄われています。

　令和３年度普通会計決算での市民の皆さんの市税負担状況は表８のとおりです。

※令和４年４月１日現在の人口（１３万１１４７人）と世帯数（６万７２２世帯）で算出しています。

　普通会計決算をもとに財政状況を分析する各種指標について、前年度や東葛６市単純平均の数値と比較した結果は、表７のと
おりです。

-8-



９．公営事業会計等の状況

ア、特別会計

表９
区分 歳　入・① 歳　出・② 差引・①－② 普通会計からの繰入金

国民健康保険事業 121億6055万円 119億9338万円 1億6717万円 7億6898万円

介護保険 111億4055万円 109億7896万円 1億6159万円 17億1678万円

後期高齢者医療 23億6936万円 23億5873万円 1063万円 3億0400万円

＜各特別会計の事業内容＞

イ、下水道事業会計

表１０
決算額

下水道事業収益 27億8245万円 下水道企業債

下水道事業費用 24億9372万円 令和３年度末残高

差引（利益余剰金） 2億8873万円 116億7738万円

収　入 12億5733万円

支　出 18億4321万円

差引 -5億8588万円

ウ、水道事業会計

表１１
決算額

水道事業収益 25億7437万円 水道企業債

水道事業費用 22億0806万円 令和３年度末残高

差引（利益余剰金） 3億6631万円 11億8903万円

収　入 2億7900万円

支　出 14億5885万円

差引 -17億7985万円

区分

事業経営に係る収支
（税抜き）

下水道施設建設に係る
収支（税込み）

　水道事業会計は、公営企業会計として独立採算で運営しています。資本的収支の差し引きで不足する額は内部留保資金など
で補填しました。水道事業会計の決算は表１１のとおりです。

　下水道事業会計は、公営企業会計として独立採算で運営しています。資本的収支の差し引きで不足する額は内部留保資金な
どで補填しました。下水道事業会計の決算は表１０のとおりです。

区分

事業経営に係る収支
（税抜き）

水道施設建設に係る収支
（税込み）

※介護保険（高齢者支援課）　　　・・・介護保険事業を運営するための会計

※後期高齢者医療（国保年金課）　・・・後期高齢者医療の事務を行うための会計

　特別会計は、特定の事業を行うため一般会計と区別して経理する会計です。令和３年度時点では３つの特別会計があり、それ
ぞれ個別に決算を行っています。

　特別会計決算は表９のとおりです。

※国民健康保険事業（国保年金課）・・・国民健康保険事業を運営するための会計
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１．財政の動向

２．財政方針

３．普通会計

ア、補正予算の状況（一般会計）

補正額 補正後予算額

当初予算 476億5000万円

１号補正（追加） 2億1000万円 478億6000万円

２号補正（専決） 4億5700万円 483億1700万円

３号補正（専決） 8600万円 484億0300万円

４号補正（6月補正） 7200万円 484億7500万円

５号補正（追加） 6億6800万円 491億4300万円

６号補正（9月補正） 9億3000万円 500億7300万円

７号補正（追加） 5億6700万円 506億4000万円

合計 29億9000万円 -

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、市では市民の生命と生活を守るため、様々な対策に全力で取り組んでいま
す。このような中で、令和４年度に開始した第四次総合計画の将来都市像「未来につなぐ 心やすらぐ水辺のまち 我・孫・子」と８
つの基本目標の実現に向け、実施計画に位置付けた事業を着実に実行していく必要があります。
　また、デジタル技術やデータを活用した住民の利便性向上や業務の効率化など、新たな枠組みへの対応も求められています。
　一方、東日本大震災以降の人口の微減傾向が続く中、歳入の根幹である市税収入において中長期的に減少傾向が見込まれ
ており、今後も地方交付税や臨時財政対策債などの依存財源に頼らなければならない状況です。
　歳出においては、少子化対策や超高齢社会への対応に係る扶助費などの社会保障関連経費は増加を続けていくことが見込ま
れ、さらに学校を含む公共施設の老朽化対策について、令和４年３月に改訂した公共施設等総合管理計画では、公共施設等の
持続的な運営に向けて、市の事業や施策の見直しによる財源の確保も必要であることが示され、更に厳しい歳出の抑制が求めら
れています。
　さらに、長期に及ぶ感染症の影響に加え､ウクライナ情勢に端を発した国際情勢の変化による､エネルギーや原材料等の価格
高騰が市財政に与える影響についても、注視が必要な状況です。
　市民の安全安心を確保し、持続可能な財政運営が図れるよう、今まで以上に重点的、効果的かつ効率的な予算執行を進めて
いきます。

新型コロナウイルス感染症への対応に係る事業については、当初予算の編成段階で予見や積算が可能なものについては、でき
るかぎり当初予算に反映させたものの、その後の感染症対策の拡大などに伴い、9月30日までに補正予算は7号まで成立してい
ます。
令和4年度の一般会計当初予算は、476億5,000万円でしたが、506億4,000万円となっています。

令和４年度上半期の収支状況

　令和４年度の一般会計当初予算は４７６億５０００万円でしたが、新型コロナウイルス感染症の対応に要する経費などについて、９月３０日まで
に７回の増額補正を行い、予算現額は506億4,000万円になりました。
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表１２　歳入（収入）
区分 予算額 収入済額

市税 169億2706万円 89億2218万円
地方譲与税 2億9062万円 7064万円
利子割交付金 1100万円 541万円
地方消費税交付金 28億8000万円 15億4240万円
地方特例交付金 1億2187万円 1億2187万円
配当割・株式等譲渡所得割交付金 2億7100万円 3252万円
その他交付金 1億7200万円 1億0286万円
地方交付税 52億4102万円 36億8201万円
分担金及び負担金 4億2185万円 1億6181万円
使用料及び手数料 5億7415万円 2億6806万円
国・県支出金 143億9169万円 28億9857万円
繰入金 16億9051万円 7000万円
繰越金 16億9673万円 16億9673万円
市債 62億3070万円 円
その他 11億8727万円 3億4296万円
合計 521億0747万円 199億1802万円

表１３　歳出（支出）
区分 予算額 支出済額

議会費 2億9691万円 1億5536万円
総務費 55億1160万円 18億2753万円
民生費 208億4286万円 96億4252万円
衛生費 106億3930万円 26億7674万円
農林水産業費 4億3513万円 1億0669万円
商工費 6億1363万円 2億3571万円
土木費 43億8269万円 20億9981万円
消防費 17億2541万円 7億6704万円
教育費 43億5483万円 17億8088万円
公債費 32億0400万円 15億7125万円
予備費 1億0111万円
合計 521億0747万円 208億6353万円

イ、市民の負担状況 ※
市民１人あたりの市税負担額 6万8054円

市民１人あたりの支出額 15万9136円

ウ、地方債残高の状況 ※

市債残高（9月30日時点） 301億0471万円

市民1人あたりの市債残高 22万9623円

エ、一時借入金の状況
一時借入金残高（9月30日時点） 0円

オ、基金残高の状況

財政調整基金残高 37億2100万円

減債基金残高 9億7870万円

その他特定目的基金残高 21億0479万円

合計基金残高 68億0449万円

市民1人あたりは、令和４年９月３０日時点の市税収入・
歳出総額を、令和４年９月３０日時点の住民基本台帳人
口131,105人で除したものです。

市民1人あたりは、令和４年９月３０日時点の残高を、令
和４年９月３０日時点の住民基本台帳人口131,105人で
除したものです

  上半期（令和４年４月～９月）の収支状況は表１２、１３のとおりです。
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４．特別会計・公営企業会計

ア、特別会計

表１４

区分 予算額 収入済額 支出済額

国民健康保険事業 121億9606万円 52億3088万円 44億5792万円

介護保険 115億8156万円 55億5121万円 45億7699万円

後期高齢者医療 24億3304万円 9億4166万円 4億8131万円

イ、下水道事業会計

表１５

予算額 執行済額

下水道事業収益 30億7494万円 12億6687万円

下水道事業費用 27億6283万円 7億3023万円

収入 20億7791万円 3億7195万円

支出 27億9305万円 6億0263万円

ウ、水道事業会計

表１６
区分 予算額 収入済額 支出済額

水道事業収益 27億2602万円 12億5142万円

水道事業費用 25億8284万円 7億3887万円

収入 3億9000万円 0円

支出 12億0432万円 6525万円

事業経営に係る収支
（税込み）

水道施設建設に係る収支
（税込み）

　特別会計の上半期の収支状況は表１４のとおりです。

　下水道事業会計の上半期の収支状況は表１５のとおりです。

　水道事業会計の上半期の収支状況は表１６のとおりです。

事業経営に係る収支
（税込み）

下水道施設建設に係る
収支（税込み）

区分

　前年度繰越金の確定、交付金の決定などにより予算の補正を行い、それぞれ総額で国民健康保険事業特別会計が４,０９４万
円減額し、介護保険特別会計が１億８１５６万円、後期高齢者医療特別会計が６０４万円を増額しました。
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